
 

   短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法律案要綱 

 

 第一 題名 

   題名を、「短時間労働者と通常の労働者との均等な待遇の確保等に関する法律」に改めるものとすること。 

 第二 目的（第一条関係） 

   目的に、短時間労働者について、通常の労働者との均等な待遇の確保に関する措置を講ずる旨を追加するも

のとすること。 

 第三 事業主の責務（第三条第一項及び第二項関係） 

  一 事業主は、その雇用する短時間労働者について、通常の労働者との均等な待遇の確保（同一の価値の労働

に対しては同一の待遇を確保すべきとの観点から、短時間労働者の就業の実態に応じ、賃金の支払等につき、通

常の労働者とできる限り同等の待遇を確保することをいう。）並びに適正な労働条件の確保及び教育訓練の実施、

福利厚生の充実その他の雇用管理の改善（以下「均等待遇の確保等」という。）を図るために必要な措置を講ずる

ことにより、当該短時間労働者がその有する能力を有効に発揮することができるように努めるものとすること。 

  二 事業主は、均等待遇の確保等を図るための措置を講ずるに当たっては、その雇用する通常の労働者の労働

条件を合理的な理由なく低下させることがないように努めるものとすること。 

 第四 差別的取扱いの禁止（第五条の二関係） 

   事業主は、賃金その他の労働条件について、労働者が短時間労働者であることを理由として、通常の労働者

と差別的取扱いをしてはならないものとすること。 

 第五 労働条件に関する文書の交付（第六条関係） 

   事業主は、短時間労働者を雇い入れたときは、速やかに、当該短時間労働者に対して、労働時間その他の労

働条件に関する事項を明らかにした文書を交付しなければならないものとすること。 

 第六 所定労働時間を超える労働及び所定労働日以外の日の労働の制限（第六条の二関係） 

  一 事業主は、短時間労働者に、所定労働時間を超えて労働させ、又は所定労働日以外の日に労働させてはな

らないものとすること。 

  二 事業主は、当該事業所に、短時間労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、

短時間労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては短時間労働者の過半数を代表する者との書面に

よる協定をし、これを厚生労働大臣に届け出た場合においては、一にかかわらず、その協定で定めるところによ

って、短時間労働者に、所定労働時間を超え、労働基準法に定める法定労働時間を超えない範囲内において労働

させ、又は所定労働日以外の日であって同法の休日でない日に労働させることができるものとすること。 

 第七 就業規則の作成の手続（第七条関係） 

  一 常時十人以上の労働者を雇用する事業主は、短時間労働者に係る事項について就業規則を作成し、又は変

更しようとするときは、当該事業所において雇用する短時間労働者の過半数を代表するものとして厚生労働省令

で定めるものの意見を聴かなければならないものとすること。 

  二 一の事業主は、短時間労働者に係る事項について作成し、又は変更した就業規則を届け出るときは、一の

意見を記した書面を添付しなければならないものとすること。 

  三 一の事業主以外の事業主は、短時間労働者に係る事項について就業規則を作成し、又は変更しようとする

ときは、一の厚生労働省令で定めるものの意見を聴くように努めるものとすること。 

 第八 通常の労働者への応募の機会の付与等（第七条の二関係） 

   事業主は、通常の労働者を募集し、又は採用しようとするときは、現に雇用する同種の業務に従事する短時

間労働者であって通常の労働者として雇用されることを希望するものに対し、応募の機会を優先的に与えるとと

もに、他の応募者の就業の機会の確保についても配意しつつ、できる限り当該短時間労働者を優先的に雇い入れ

る等の措置を講ずるよう努めなければならないものとすること。 

 第九 待遇の決定に当たって考慮した事項の説明（第七条の三関係） 



   事業主は、その雇用する短時間労働者から求めがあったときは、第四から第八までにより措置を講ずべきこ

ととされている事項に関する決定をするに当たって考慮した事項について、当該短時間労働者に説明しなければ

ならないものとすること。この場合において、事業主は、その雇用する通常の労働者の労働条件の一般的水準に

ついて、説明するように努めるものとすること。 

 第十 短時間労働者の意見を聴く機会の付与（第七条の四関係） 

 事業主は、短時間労働者の均等待遇の確保等のための措置を講ずるに当たっては、当該事業所の短時間労働者の

意見を聴く機会を設けるよう努めなければならないものとすること。 

 第十一 均等待遇等検討委員会（第七条の五関係） 

 事業主は、事業主を代表する者並びに当該事業所の短時間労働者を代表する者及び通常の労働者を代表する者を

構成員とし、短時間労働者の均等待遇の確保等を図るための措置について調査審議し、事業主に対し意見を述べ

ることを目的とする事業所ごとの均等待遇等検討委員会を設置するように努めるものとすること。 

 第十二 指針（第八条第一項関係） 

   厚生労働大臣は、第四から第十一までに基づき事業主が講ずべき措置その他の第三の一の事業主が講ずべき

均等待遇の確保等のための措置に関し、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針を定めるものとするこ

と。 

 第十三 均等待遇等推進者（第九条関係） 

   事業主は、常時厚生労働省令で定める数以上の短時間労働者を雇用する事業所ごとに、厚生労働省令で定め

るところにより、指針に定める事項その他の短時間労働者の均等待遇の確保等に関する事項に係る業務を担当さ

せるため、均等待遇等推進者を選任しなければならないものとすること。 

 第十四 紛争の解決 

  一 苦情の自主的解決（第十二条の二関係） 

 事業主は、第三の一の事業主が講ずべき均等待遇の確保等のための措置に関し、短時間労働者から苦情の申出を

受けたときは、苦情処理機関（事業主を代表する者及び当該事業所の労働者を代表する者を構成員とする当該事

業所の労働者の苦情を処理するための機関をいう。）に対し当該苦情の処理をゆだねる等その自主的な解決を図る

ように努めなければならないものとすること。 

  二 紛争の解決の促進に関する特例（第十二条の三関係） 

 一の事項についての短時間労働者と事業主との間の紛争については、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法

律第四条、第五条及び第十二条から第十九条までの規定は適用せず、三及び四に定めるところによるものとする

こと。 

  三 紛争の解決の援助（第十二条の四関係） 

  １ 都道府県労働局長は、二の紛争に関し、当該紛争の当事者の双方又は一方からその解決につき援助を求め

られた場合には、当該紛争の当事者に対し、必要な助言、指導又は勧告をすることができるものとすること。 

 ２ 事業主は、短時間労働者が１の援助を求めたことを理由として、当該短時間労働者に対して解雇その他不利

益な取扱いをしてはならないものとすること。 

 四 調停（第十二条の五及び第十二条の六関係） 

 １ 都道府県労働局長は、二の紛争について、当該紛争の当事者の双方又は一方から調停の申請があった場合に

おいて当該紛争の解決のために必要があると認めるときは、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律第六条

第一項の紛争調整委員会に調停を行わせるものとすること。 

 ２ 三の２の規定は、短時間労働者が１の申請をした場合について準用するものとすること。 

 ３ １の調停の手続については、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律の規定を

準用するものとし、必要な読替えを行うものとすること。 

 第十五 短時間労働援助センター 

 一 短時間労働援助センターの業務の見直し（第十五条関係） 

 短時間労働援助センターの業務の一部を廃止し、資料の収集等の業務及び二の業務その他短時間労働者の福祉の



増進を図るために必要な業務を行うものとすること。 

  二 短時間労働者福祉事業関係業務の見直し（第十六条関係） 

 短時間労働援助センターが行う短時間労働者福祉事業関係業務の一部を廃止し、短時間労働者の雇用管理の改善

等に資する事業として厚生労働省令で定めるもののうち、短時間労働者を雇用する事業主又はその事業主の団体

に対して支給する給付金であって厚生労働省令で定めるものを支給する事業、短時間労働者に対してその職業生

活に関する事項について相談その他の援助を行う事業及びこれらに附帯する事業に係る業務の全部又は一部を行

わせるものとすること。 

 第十六 過料の創設（第三十六条関係） 

   第五の規定に違反した者は、十万円以下の過料に処するものとすること。 

 第十七 施行期日等 

  一 施行期日（附則第一条関係） 

    この法律は、平成二十年四月一日から施行するものとすること。ただし、二の規定は公布の日から、第十

五の関係規定は平成十九年七月一日から施行するものとすること。 

  二 検討（附則第八条関係） 

    政府は、短時間労働者をはじめとする労働者の所定労働時間を超える労働及び所定労働日以外の日の労働

に係る割増賃金制度の導入に関し、速やかに検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとするこ

と。 

  三 その他 

    その他所要の規定を整備するものとすること。 


